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研究成果の概要（和文）：本研究は，戦前日本の工業化に関する通念の根拠となってきた従来の推計値を再検討
する。研究成果は，(1)総産出高を中間投入と付加価値に配分する比率にかかわる発見と，(2)製造業産出高への
零細工場（職工5人未満）の寄与分に関する推計とからなる。前者(1)は企業データ（考課状）から直接算出され
た結果にもとづくもので，長期的に中間投入割合が減少，付加価値率が上昇していた可能性を示す。後者(2)は
工場統計表の産業別・規模別データの精査と回帰分析から得られた推計にもとづく。産業間の投入産出関係に生
じた変化がそれらの背景にあったことを示唆する発見で，初期の水準と成長率とに見直しが必要となろう。

研究成果の概要（英文）：Conventional wisdom holds that pre-war Japan's industrialization started 
from a low level of development but exhibited a rapid growth performance. This project challenges 
that scenario with two major findings. The first issue concerns the ratios that divide gross output 
into intermediate inputs and value added. Based on business reports released by individual 
joint-stock companies, the trend was for the share of intermediate inputs to decline over time. The 
second is the lack of accurate estimates on output of small workshops (defined as those employing 
less than five workers). Having scrutinized factory survey data for nine industries and conducted 
regression analysis focusing on a certain group of smaller size categories, we successfully 
estimated a time-series of output for each industry, showing a‘the earlier the higher' tendency for
 the less-than-five, suggesting that Meiji Japan's industrial sector was larger but the subsequent 
level of growth slower than previously thought.

研究分野：社会科学

キーワード： 経済史　産業連関分析　歴史的国民所得分析　人口労働統計　産業構造論

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
戦前日本の工業化に関するかつての見解は，比較史的に低い経済水準から出発し，迅速な工業化を達成したとい
うものであった。実証研究の進展とともにその見方に対する見直しが進み，この研究もその流れのなかにある。
本研究の成果は，明治期の製造業生産水準は通説よりも高位であったこと，しかし零細企業の割合が想像以上に
大きく，それゆえ1930年代にかけての製造業成長率は想定されていたよりも低位であったことを示唆する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
『長期経済統計』（LTES）全 14 巻（大川ほか 1965-1988）は日本における数量経済史の金字

塔である。しかし，その推計，とくに産出高推計にはいくつかの問題点があり，時系列統計

としてみても改善すべき点が残っていることが指摘されてきた。一方，戦前日本の経済構造

が労働節約的な近代部門と労働集約的な在来部門からなっていたという認識はさまざまな

立場の研究者が共有をしていた。LTES プロジェクトを主宰した大川一司は戦前日本の経済

発展プロセス自体が二重構造的であったと考えていたが，中村隆英（1971）はその二重構造

発生が 1920 年以降であったことを重視した。これは労働節約的な産業部門と労働集約的な

産業部門の割合が歴史的に大きく変化したこと，そして，その変化の分析には部門間投入産

出関係のあり方を明示的に取上げる必要があることを示唆している。これは戦前の日本経済

分析にも投入産出表（I-O 表）の構築が欠かせないことを意味し，すでに西川俊作・腰原久

雄の推計による 1935 年表が存在する（西川・腰原 1981）。そこへ精穀業の数値を追加するな

ど独自の資料探索を行い，1885 年への遡及推計を行った新谷正彦（1988）の仕事もある。し

かし，これら I-O 表の推計自体にはまだ技術的な問題があり，改善の余地があるというのが

現状である。 

 
２．研究の目的 
LTES，とくに製造業産出高系列の問題点を洗い出し，ベンチマーク年について新たな総生産

高を推計し，それを中間投入と付加価値とに分割する。併せて，対応する労働力の新推計を

用意し，それら両系列を揃えることにより，部門間労働生産性格差，工業化（製造業の成長）

がもったであろうサービス投入誘発効果，および製造業以外の産業や部門への労働誘発効果

等に焦点をあてた，産業構造の数量経済史的な分析を行う。二重構造的な発展は日本に特有

の現象ではなく，戦前のドイツにおいてもまた伝統工業と近代的大工業との共存がみられた。

翻って英米両国をみると，生産性の企業規模間格差は見られなかった一方で，日英米独 4か

国における製造業と第一次部門の連関構造には別の対照が存在した可能性がある。産出高お

よび労働力という二つの系列を利用した新視点からの国際比較をも試みる。 

 
３．研究の方法 
（I） LTES 製造業の産出高系列の改定作業を行う作業チームを結成する。攝津斉彦，J.-B. 

Bassino，深尾京司（2016）は，付加価値率および零細（職工 5 人未満）工場比率にかんし

て改訂作業結果の一端を発表しているが，さらなる改善の余地がある。(i) 付加価値率につ

いては，個々の企業データから項目別中間投入割合を出してみることにより，これまでの仮

定の妥当性を検証する方法があり，その試みを行う。(ii) 職工 5人未満工場にかんしては

『工場統計表』の産業別・規模別データが事実上唯一の資料であり，すでに多くの研究者が

そこから様々な判断を引出しているが，それをさらに精査することにより，新たな改訂系列

の可能性を探る。その成果の上に，（Ⅱ） 既往 I-O 表の再構築を目指す。1935 年表の改定が

第一のターゲットであるが，第一次世界大戦前の時期についても I-O 表推計の可能性を探

る。これらの成果をもとに，（III） 部門間労働生産性格差，工業化（製造業の成長）がもっ

たであろうサービス投入誘発効果，および製造業以外の産業や部門への労働誘発効果につい

て，戦前期における局面変化および国際比較の視点から分析を行い，国民所得および産業連

関分析の視点から二重構造的発展論に新しい解釈を与える。（IV）国際比較の視点も大事に

し，それによって戦前日本の工業化の特質を浮き彫りにする。  



 
４．研究成果 

上記（I）に対応した成果は次のとおりである。 

(i) 戦前期製造業における中間投入割合を検討対象とした研究は，管見のかぎり存在しな

い。そこで，本プロジェクトでは綿紡績業を事例に、1898，1906，1915，1925，1935 年に絞っ

て，中間投入とその内訳の比率が計算できる企業データを収集した。戦前は考課状が詳しい企

業情報を提供しているので，まずは雄松堂版戦前期営業報告書（マイクロフィルム）集成にあ

たってみたが，収録データが思ったより網羅的でなかったため，最初の 2 年次（1898，1906

年）を大阪大学附属図書館所蔵の考課状，他の 3年次は東洋経済版『株式会社年鑑』から収集

することとした。本科研終了時までにすべての入力は完了しなかったが，ある程度まとまりの

ある数の考課状をカバーすることができ，次の項目について情報を得ることができた。すなわ

ち，a) 原材料費，b) 燃料費，c) サービス投入，d) 給料支払，e) 減価償却費，f) 諸税およ

び利子払，である。最初の 3項目（a, b, c）が中間投入なので、これらにかんして予備的な

観察を行ったところ，以下の知見を得た。1) 時代を下るごとに中間投入割合が低下。それに

伴い，2) 付加価値率は趨勢的に上昇。3) サービス投入のレベルは高くないが，低下傾向。そ

して，4) 中間投入割合が企業規模や総資産利益率の大小と相関していた事実はない。以上は

いずれも暫定的な結論であるが，将来的には綿紡績業だけではなく，製紙業，製糖業といった

製造業企業，さらには鉄道業や電力業についても同様のデータ収集が可能と思われるので，こ

れらの作業仮説（1～4）をより完全なデータセットによって確認できれば，戦前期日本製造業

の投入産出構造を分析する上で非常に大きな事実発見となろう。 

次に，(ii) 製造業における職工 5人未満工場の割合を再推計しなければならないのは，現

在でも広く利用されている篠原三代平（1972）の LTES 9 における戦前期製造業産出高推計に

一つ小さからぬ問題が残っているからである。篠原は，データソースである『工場統計表』の

調査対象から職工 5 人未満の作業場が外されていたため，職工 5 人未満比率を固定して過去

へ遡及推計した。それは明らかに非現実的仮定で，初期におけるその比重は過小見積りとなっ

てしまっていた。攝津・Bassino・深尾（2016）では，その問題をやや簡便な方法で是正しよ

うとしたが，残念ながら納得のゆく解決とはならなかった。そこで本プロジェクトでは，原デ

ータである『工場統計表』を精査することとした。まず，1929 年次から 1942 年次までの『工

場統計表』データを入力した。同資料から産業分類を統一し，累年統計化した『工業統計 50

年史』（通商産業省大臣官房調査統計部 1961）があり、それがしばしば原資料扱いされている

けれども，その誤記・誤植等のミスが無視できるほど小さくないことを考慮して，原典から直

接データベースを作成した。同統計表では戦時経済期の 1939-42 年になると 5 人未満工場の

情報が得られるようになったこと，そして 1929 年工場統計表からは職工 5人以上であれば毎

年従業者規模別データが揃うことをフルに活用し，以下の手順によって職工 5 人未満工場の

産出高を推計した。すなわち，まず職工 5人未満工場における実馬力を推計，次にコブ・ダグ

ラス型生産関数を仮定し，実馬力と従業者数による産出高の決定式を推定，その推定式に実馬

力数と赤坂推計の就業者数（赤坂 1965）を代入することによって 1938 年以前の職工 5人未満

生産額を産業別に 1929 年まで遡及推計するというものである。原データは，9 産業×職工規

模階級ごとに実馬力（資本）と従業員数（労働）と産出高の組合せを提供してくれるので，そ

の 14 年分（ただし，1929-1938 年は 5人未満工場を欠く 9階級，1939-42 年が 10階級）を観

察対象とし，回帰分析（OLS）を行うのが当初の計画であった。 

しかしながら，試行錯誤を繰り返すなかで，職工規模 100 人を境に，規模カテゴリーの大き



い工場群と小さい工場群との間では資本‐労働‐産出高の関係（すなわち生産関数）が異なっ

ていることが判明したことから，大工場群を回帰分析から外した。また，小工場群のなかでも

職工 30 人を境に生産関数の傾きが変わっていたことも見出された。他方，5 人未満工場実馬

力の推計には工場動力化という長期趨勢を考慮に入れるべきこと，また産業によっては 1939

年以降に戦時経済化の影響が出るところもあったので，それを年次ダミーで処理するのが望

ましいことが判明した。これら条件を取入れた上で得られた回帰分析結果と計算結果とから

は，職工 5人未満工場の初期時点での産出高が LTES の篠原推計よりも高位に推計された。結

果として，産出高の成長率は LTES のそれよりも低めとなり，総産出高にしめる零細工場の比

重は緩やかな低下傾向をもつことが確認された。現在のところ遡及推計は 1919 年までである

が，この趨勢を第一次世界大戦前へと遡らせれば，明治期における製造業産出高の水準は従来

考えられていたよりも少し高く，明治から戦間期への成長率はこれまでよりもやや低くなる

であろう。 

(i)(ii)は，いずれも本プロジェクト内の研究会で報告がなされた（結城の 2021 年報告；斎

藤・牧野・原の 2020 年報告，原・斎藤の 2021 年報告）。プロジェクト終了後も作業と分析を

進め，研究目的の完成を期す。 

（II）1935 年 I-O 表の再構築は，当初考えていたよりも容易ではなかった。困難の一端は，

著者の西川・腰原が推計にあたって作成したであろうメモが公表されることなく両氏とも他

界したことにあるが，データ積上げによって西川・腰原表を再現できるか否かを検証すること

は諦めざるをえなかった。もっとも，経済産業研究所（RIETI）研究員・新井園枝氏のヒアリ

ングより，旧通産省時代の統計作成につき多くの教示を受け，投入係数にかんする検討材料と

して旧通商産業省が作成した 1951 年産業連関表関連資料（原単位・付加価値・商業マージン

等）の精査を行い，多くの知見を得ることができたのは収穫であった。他方，第一次世界大戦

前の時代に遡っての資料探索とデータの検討は行い，1893 年刊の『越中の生産』から得られ

る明治中期在来産業における投入係数情報の精査，また故西川俊作が 1840 年代の長州藩 I-O

表の構築を行っていたときの大量のワークシート（慶應義塾福澤研究センター蔵）の閲覧など

を実施した。いずれも，そのまま明治期 I-O 表の構築につながるものではないが，第一次世界

大戦前の経済における中間投入について考える際の材料を提供してくれる。 

（III）攝津・Bassino・深尾（2016）は上記（I）（II）で得た知見を取込んではいないが，

すでに産業別付加価値率改定への一歩を踏み出した作品であったので，その推計値をもとに

本プロジェクト期間中に国民所得，成長会計および産業連関分析の視点からの分析結果を数

多く公刊した。国内の和文ジャーナルや和英両言語によるディスカッション・ペーパーはもと

より，国際学会での報告や英文雑誌への掲載論文が少なからず含まれる。前者は Groningen 

Growth and Development Centre’s 25th Anniversary Conference, Sixth Asian Historical 

Economics Conference, 21st Annual Conference of the European Business History 

Association など，後者では Australian Economic History Review, Economic History Review, 

Explorations in Economic History, Journal of Economic Surveys, Social Science Japan 

Journal などである。特筆すべきは『岩波講座日本経済の歴史』全 6巻の刊行で，2010 年代

末時点における日本経済史研究の集大成である。研究分担者の深尾が企画・編集に参加し，研

究代表者（斎藤），研究分担者全員（尾高，深尾，攝津，結城），および研究協力者の一人（高

島）がいずれかの巻に執筆者として加わった。深尾はさらに，これら共同研究および自身の研

究をまとめ，単著を岩波書店から刊行した（深尾 2020）。 

（IV）国際比較の面でもいくつかの進展があった。歴史的国民所得論と成長会計の分野では，



深尾の単著および深尾・攝津との共著論文が日本を他国の経験との比較において議論を深め，

産業連関分析では，英国 1935 年 I-O 表，ドイツ 1936 年 I-O 表，アメリカ 1939 年 I-O 表，日

本の西川・腰原 1935年 I-O表に労働表を含めることによって検討し，産出高を純産出に統一，

競争輸入/非競争輸入を調整し，分類を比較可能なかたちに改めた上で労働投入係数と労働誘

発係数を計算，生産増加が産業間の投入産出関係を通じて各産業へどう波及したかを考察し

た。日本は他の三国と比較して，製造業による他部門労働誘発率が総じて高いこと，それは食

品や繊維だけでなく，重化学工業についてもいえることが明らかとなった（プロジェクト研究

会における斎藤・牧野の 2021 年報告）。また，斎藤が本プロジェクトの海外研究協力者である

ケンブリッジ大学の L・ショウ・テイラーと進めている職業構造の比較史研究の一環として，

工業化と労働の放出・吸収分析を英国・ベルギー・イタリア・日本の 4か国比較として行い，

成果を図書所収論文として刊行した（Saito 2020）。 
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